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-､はじめに
中国新会社法の施行は､社会主義市場経済の発展に対 して大 きな影響を与えている｡ その現象
の一つは､中国国内における会社の種類 と数量が急増 1していることである｡ これまでの会社､
或いは広範囲での企業分類を見ると､企業の所有制と責任態様によって 2種類に分けられ､前者
は計画経済に適応させるための分類 として､後者は社会主義市場経済に適応させるための分類 と
して一般的に解されている｡
ところで､どのような種類の企業であってもその正 しい損益計算に基づいて株主に適正な利益
を配当することは最重要課題であ り､また､企業を取 り巻 く多 くの利害関係者からも､会社の財
務状況や収益力を定期的に公開することが要請されている｡
これらの課題や要請に対応する法令として､中国には ｢中国会計法｣のほか､｢企業財務通則｣､
｢企業会計準則｣､｢企業会計制度｣､｢企業財務会計報告条例｣などがある｡ 企業は､その法律､
行政法規および国務院財政主管部門の規定に従い､自社の財務､会計制度を確立 しなければなら
ない (会社法 164条)｡
企業財務 と会計は､経営 目的を達成するための経営活動 と資産運営状況を記録､計算､管理す
るものである｡ しかし､これまでの企業財務と会計が､政府の直接的なコントロールの下で､不
透明かつ閉鎖的だったことから､現在もなお市場経済に対応 しきれないという中国特有の問題 も
残っている｡ これらのことから､本稿では企業財務 ･会計に関する法改正の背景､特に最低資本
金に関する学説上の議論と立法機関の見解を分析する必要があると考え､新法上の問題などを検
証 したい｡
ー拙稿 ｢会社法｣ 『現代中同法講義』 (第 3版) 西村 幸次郎 編 法律文化社 (2008年 4月) 116頁 
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二､企業財務 ･会計に関する法改正の背景 
1980年以来､中国における企業財務 ･会計制度は､閉鎖的で不統一な従来からの行政主体
の方法から､市場化､法治化､統一化-の改革推進が行われるようになった｡その原動的背景 と
しては､ 1989年の天安門事件によって､中国に対する国際的な経済制裁が行われたことで国
内の経済が沈滞 したことによる｡ 特に､ 1991年にソ連共産党が崩壊 した後は､その影響を危
倶 した中国共産党の下､中国の自主独立のために､経済建設による国力増強を計 らざるを得ない
状況にあったことは言うまでもない｡ したがって､先ず沈滞する経済に対 して､赤字体質の国有
企業に抜本的な改革対策が必要だと判断された｡そこで､国有企業を会社形態 とし､国が大株主
となることで国家財政の負担を回避するという万策が採 られることになったが､そのためには当
然のこととして､憲法改正によって私有制を認める必要が生 じてきたのである｡
このように､追いつめられた環境の中で､隆小平は､｢自猫でも黒猫でも鼠を取ればよい猫で
ある｣という現実主義によって｢市場経済も計画経済も経済発展の手段｣ 2という方針を表明した｡
すなわち､障小平は自らの強力なリーダーシップの下で､中国共産党に社会主義計画経済から
社会主義市場経済-の移行を促 したのである｡ そして､この改革を果たすことによってソ連共産
党のような崩壊に至る事態を避け､中国共産党が今後も単独政権を維持できるようにすることを
重要視 したのである｡
このような方針にしたがって､ 1992年 10月の第 14回共産党大会は社会主義市場経済の
導入を決定 3し､翌 1993年 3月の全国人民代表大会において､憲法改正が行われた｡現実的
には ｢社会主義的公有制を基盤とする計画経済の実行｣から ｢社会主義市場経済の実行｣-の移
行を中国共産党は実行 したのである｡ その後､社会主義市場経済は､名目的には公有制を主とし
ながら､私有制がその重要な構成成分であるとして位置づけられた 4｡こうした状況の中で､国
有企業を立て直 し､改革の主体の中心に据えるという対応策の前提条件が整っていったのであ
る｡
社会主義市場経済-の大転換にあたって､市場経済の主体を設けるべ く､ 1993年 12月に
旧 ｢会社法｣が制定せれ､翌年 7月から施行されることになった｡それに応 じて企業の財務 ･会
計も伝統的な管理方法から規範化､公開化､透明化を重点として改革された｡また､企業間の公
平な競争と安全な取引を確保するため､旧 ｢会計法｣を 1999年に再度改正 した｡また､ 19 
93年に ｢登録会計士法｣ も公布され､財政部によって､｢企業財務通則｣ と ｢企業会計準則｣
および｢関連者関係とその取引の情報開示｣､｢キャッシュフロー計算書｣､｢貸借対照表後発事象｣､ 
2江沢民 ｢関与建立社会主義市場経済体制｣ 『論社会主義市場経済』中央文献出版社 2006年 4
月 1頁
江沢民 ｢我国経済体制改革的目標是建立社会主義市場経済体制｣前掲注 4 9頁
江沢民 ･前掲注 2 6頁 
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｢収入｣､｢債務再編｣､｢工事契約｣､｢投資｣､｢会計政策 ･会計予測と会計錯誤更正｣などの具体
的な会計準則が公表された｡更に､それまでの所有権によって財務会計制度を設置するやり方を
変え､国民経済を幾つかの産業部門に分けて､それぞれに課す財務会計制度が制定された｡財政
部は 1992年に農業､観光飲食業､商品流通企業､工業､不動産開発企業､対外貿易企業､交
通運輸企業､郵政電信企業､金融企業､航空企業､鉄道運輸企業､保険企業､株式会社など､産
業部門ごとに､ 13種類の企業会計制度を公表している｡ しかし､このような不統一な方法では､
やはり企業の所属する産業部門での差があり､個別企業の内部財務 ･会計の役割が十分果たされ
ないばかりではなく､主な原因として企業の経営陣である取締役や監査役の問題および登録会計
士による監査制度の問題も浮かび上がってきた｡そこで､以下の幾つかの法律改正がなされるこ
ととなる｡ すなわち､ 2000年に国務院管理主管部門により､｢企業財務会計報告条例｣が公
布されたことをはじめとする､ 2001年の ｢金融企業会計制度｣､ 2004年の ｢小企業会計
制度｣制定などである｡ 
2000年には､財政部管理主管部門が全国的な ｢企業会計制度｣を改正する際､より国際的
なやり方に接近するため､海外のデロイト･トウシュ ･トー マツ会計事務所と連携 し､財務 ･会
計に関するプロ･サービスの提供を受けている｡ この作業は 2006年に終了し､中国会計準則
を全面的に改正することで国際会計基準に近づけた 5ため､会計制度に関する法律責任の追及も
以前より厳しくなっている｡
また､ 2005年に会社法が大幅に改正されたが､社会主義市場経済と銘打っている以上､そ
の公有制は維持される必要があった｡ところが､このような考えの下で制定されたものは､どう
しても限界が残されている｡ 例えば､資本制度について､会社は資本の結合を中心とする法人格
を有する組織である｡ その資本は会社の持分を指すものであり､社会主義市場経済という条件の
下での会社の信用も表すものでもある｡ 加えて､会社運営に関して物的基礎という一面もあり､
対外的に会社の法的責任を負う物的保障でもある｡ このような立法趣旨で新会社法は改正された
が､実際は､その目的を達しておらず､安全取引の保障機能を目指す立法趣旨にも程遠いと言わ
ざるを得ない｡現実には虚偽出資､出資の払戻､不法な資本増加､会社財産の違法譲渡 ･処分､
違法な利益分配などの現象が多発 している 6からである｡ これらに対 して､実務においては関連
条文を強行法規とする中国裁判官の一般的判断が基準 7となっているのが現状である｡ この点に
ついては問題として考える余地があろう｡
史際春 (中国人民大学法学院教授)｢開放化と規範化-の中国企業の財務･会計法制｣ 2007年12
月 15日に同志社大学法務研究科が主催した日本､アメリカ､中国の会社法に関する国際シンポジ
ウムの講演によるもの｡
江平主編 『中国公司法原理与実務｣]科学普及出版社, 1994年 19頁
張勇健 (最高人民法院民事庭副庭長)『法律適用』 2006年第 1期 
3 
中匡 =二おける企業財務 ･会計の法制 張 紅
三､最低資本金に関する学説上の議論と立法機関の見解
会社の資本制度は､その法規制の理念のいかんによって大きく左右されると考えられる｡ まず､
改正前の会社法では､会社の組織と行為を規制し､会社､株主､債権者の権益を保護 し､国有企
業と経済体制の改革を促進する理念として規定 していた 8｡これについては会社法制定の顧問グ
ループリーダの一人であった江平教授が､以下のように理論的に説明していた｡つまり､会社法
の立法趣旨は､社会化の生産体制と市場経済の必然的要求によって現代企業制度を構築すること
が要求され､国有企業の改革を進めるところにある 9ということである｡ 従って､改正前の会社
法の規制構造 ･性格についての通説は､次のように理論的に展開している｡ つまり､会社法は､
会社当事者の私的自治という私法原則のもとで構築されたものであるが､市場経済体制には取引
の安全を必要とするため､国家は､必要な介入､例えば､会社設立の際の厳格な設立条件や厳格
な最低資本金規制および厳格な登記 ･広告手続きを定めなければならない 10ということである｡
その意味では会社法は､国家による介入および公法的制限の多い私法分野といえる｡ ある一面
での公法的な性格のゆえに会社法は､強行法規を主とする｡ 更に､会社制度が市場経済体制にお
いて重要な役割と影響を有するため､会社の設立および経営活動は､ますます株主個人利益の範
囲を超えて社会全体の利益に直接的に影響を及ぼすこととなっている｡ このことは､会社法と組
合法 11の重要な相違点である｡ 民法上の組合も市場経済における企業形態の一つであるが､民法
上の組合は､当事者間の契約とされるため､組合契約の成立はより自由でそれに対する法規制も
任意法規が多い｡反対に､会社は､当事者間の協議で会社法の規定､すなわち強行法規を変える
ことができないということになる｡ 
1.改正会社法の立法過程における学説上の議論
今回の改正会社法の立法過程において､中国では会社の資本制度についてどのように改正すべ
きかを巡って学説上､意見の対立が見られた｡多数説は､最低資本金を引き下げるべきだと強調
しているのに対 して少数説は､会社の資本規制の緩和について慎重姿勢を示 しているのが注目す
べき点である｡ 
A.多数説
多数説は､①伝統的会社法理論の限界と問題点､②会社資本規制の緩和の 2点に関して､主に
趨旭東 12教授および王保樹 13教授の考え方を手掛か りにしてその理論的構成 ･展開をしている｡
バ 
曹康泰 ｢関与中華人民共和国公司法修訂草案的説明｣ 2004年 12月28日 1頁｡
I1.
江平主編 『中国公司法原理 実務｣]科学普及出版社, 1994年与
日X 
江平主編 『新編公司法教程｣]法律出版社, 2002年 3貢
ll
｣革 『中国合伏法｣]は 2006年 8月に公布され､翌年 6月に施行された｡全部 109条がある｡
=二2埴旭東 ･中国政法大学教授 ･会社法改正の作業グループの-一員である｡ 
2004年に国務院法制弁は､全人代常務委員会および国務院の立法計画に基づいて会社法改正の作
業グループを組織するとともに､民法 ･商法学者 10人を招碑 して会社法改正の顧問グループをも組
織した｡王保樹教授 (清華大学)は､会社法改正の顧問グループの一員であった(曹康泰 2004､3頁)｡
中国法学会商法学部会の元会長でもある｡ 
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(イ)伝統的会社法理論への批判
改正前の会社法は､規制理念として主に取引の安全保護や社会経済秩序の維持に強い関心を持
ち､禁止､制限および管理を強調する明確な方向性を示す一方､会社当事者への支持､奨励およ
び誘導､つまり効率性を軽視 している｡ そのために会社法の規制構造は､過度な硬性 と強行性を
示 し､しかるべ き柔軟性 と任意性に欠けている｡ 換言すれば､改正前の会社法の最大の欠陥は､
強行法規が多すぎて任意規定が不足 しているということである11｡ 従って､会社法改正は､まず
任意規定の機能と意義を強調して､強行法規の範囲を減少すべ きである｡
というのは､前者 (任意規定の強調)の理論的根拠 として､株主は､自己の利益には強い関心
を持ち､会社の事項に対 して直接関与 している｡ そのために会社 と株主の利益保護に対 しては､
主に自由意志のもとでの株主による私的自治 ･協議によって実現 されるべ きである｡ 株主は､自
己利益所在の最善の理解者で会社経営への参加､議決権の行使などを通 じて自己の意思を表明し､
適切な選択をする十分な機会を享有する｡ 一方､後者の強行法規は､会社行為に対する強制的規
律で第三者および社会的利益を保護するという出発点にある｡ 第三者およびその他の利害関係者
は､会社経営に参加する機会がなく､交渉 ･合意を通 じて会社行為を制約 し､自己利益を保護す
る方法 も欠けている｡ 従って第三者および社会的利益を保護するには､強制力を持つ法律規範を
利用 しなければならないということである15｡ そのうえで多数説 16は､新 しい規制理念としての
会社法の使命と根本理念は､会社当事者の行為を規制 し､会社の内部関係 と外部関係を調整する
ことを通 じて社会投資を奨励 し､会社の発展および繁栄を促進すると共に､債権者の利益 と安全
にも配慮をし､会社当事者間の潜在的利益対立を平衡させる点を強調 している｡ 
(ロ)会社資本規制の緩和
多数説は､会社資本規制を緩和すべきであると主張 して以下のようにその理論が展開されている｡
まず､改正前の会社法が採用 した会社寮本制度の限界については､株主､会社債権者および社
会全体に必要以上の巨大なコス トと重い負担をもたらす｡一方で､経済の発展を阻害 し､企業間
の競争を制限したと指摘 した上で､高すぎる最低資本金規定は､発展途上国として国民平均の所
得水準が比較的に低いという中国の現状に適合せず､海外の会社法改革の流れにも逆行 している
と批判 している｡
会社資本規制緩和説は､改正案として①登録資本の最低限度額を引き下げる｡ ②会社設立の際
の登録資本金全額払込みという厳格な規制を廃止 し､外商投資企業法の関連規定に倣い､会社設
立に際 して登録資本の分割払込み規定を定めるべ き17であると主張 した｡ 
14
趨旭東 ｢公司法修正的基本目標与価値取向｣『法学論壇｣]2004年 第6期 『公司資本制度改革研究』
法律出版社 2004年
趨旭東 ･前掲注 14 11頁
趨旭東 ･前掲注 14 11頁
趨旭東 ･前掲注 14 72貢 
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2.中国商法学研究会の提案稿 
2002年 7月に中国法学会商法学部会で商法学者らによって ｢会社法改正研究グループ｣が
組織されたが､その後､｢中国会社法改正草案提案稿｣に関する研究が以下のように展開された｡
有限会社の最低資本金について､提案稿 176条によれば､｢有限会社の最低資本金は､会社の登
記機関に登記 される社員全員が引 き受けた出資総額とする｡ 有限会社の最低資本金額は､ 3万人
民元 とする｡ 有限会社の設立登記に際 して会社の社員全員が払い済みの出資額は､登録資本の 
25% を下回ってはならず､残額は､会社成立日から 2年以内に全額払い込まなければならない｡
会社設立の際､株主が一人の場合に株主は､登録資本の全額を一括に払い込まなければならない｣ 18
と定めている｡ その理由は①最低資本金額は高すぎ､投資者の奨励には不利である｡ ② さまざま
な規定と多様な経営に対 しても不利であるといえる｡
また､株式会社の登録資本について､提案稿 30条によれば､｢株式会社の最低資本金は､会社
定款に記載され､かつ会社登記機関で登記される株式資本の総額 とする｡ 株式会社の登録資本の
最低限度額は, 100万人民元 とする｡ 特殊業種の株式会社の最低資本金が前款の規定を超える必
要性がある場合､会社法以外の法律 と行政法規により定める｡｣更に提案稿 31条によれば､｢会社
設立時に株式の発行で払い済みの株式資本の総額は､登録資本の 25% を下回ってはならず､発
行済の株式は､その全額を一括に払い込まなければならない｡定款に記載された株式総数のうち､
末発行の株式は､取締役会の決議により会社成立日から 5年以内に全部を発行 しなければならな
い｣ 19ということである｡ その理由として株式会社の設立は､効率的で簡易かつ柔軟な規制を採
用 したいから 20である｡
以上のような考えから提案稿は､最低資本金を留保 しながら､その基準を大幅に引き下げると
定めた｡ 
B 少数説
少数説については､①最低資本金制度改正の慎重説､②最低資本金規制の撤廃説について､主
に江平 21教授および劉俊海教授 22などの考え方を検証 したい ｡ 
(イ)最低資本金制度改正の慎重説
少数説は､最低資本金の関連規定を改正すべ きかどうかは､下記の三要素によって判断すべ き
であると主張されていた｡①市場経済のモデルの選択､すなわち､完全な自由放任の市場経済の
モデルを選ぶかそれとも､国家によってある程度コントロールされる市場経済のモデルを選択す
るかということである｡ ②国民の伝統的会社観による｡ 中国人の伝統的会社観の下では､会社､ 
18王保樹主編 『中国公司法修改草案建議稿』社会科学文掛 -h版 2004年 37頁I)l

王
.
保樹 ･前掲注 15 9頁

王保樹 ･前掲注 15 132-133頁

江平 ･中国政法大学教授 ･会社法改正の顧問グループ著名学者である｡

劉俊海 ･中国人民大学若手の教授である
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特に株式会社は､最低資本金が高いと思われる｡ ③法律の組み合わせ状況である｡ 例えば､法人
格否定の原則などの規定を補う必要がある23と考えられる｡ というのは､市場経済体制の進展状
況や会社の自治能力を配慮する必要があるからである｡ 
(ロ)最低資本金規制の撤廃説
少数説の中には､最低資本金規制撤廃説を主張する商法学者もいた｡この撤廃説によれば､会
社法の例外的場合を除けば､最低資本金を大胆に撤廃すべきであるとい う その場合､会社法は､｡
投資者が会社規模や経営により必要とする資本金を自由に決めることを認めあるいは裁判所また
は仲裁機関は､会社規模や経営により株主が ト分に出資義務を履行 したか､会社が ｢法人格否認
の原則｣による過小資本の会社に該当するかしないかを判断24するであろうと主張 している｡ 
3.立法機関の見解
今回の会社法改正において立法機関は､主に以下の多数説の立場に沿って立法作業を進めてき
たと考えられる｡
つまり､会社法改正グループでは､積極的かつ慎重という原則を堅持 し､社会の各分野から出
された意見や提案に対 してそれぞれ検証をし､各分野の意見をある程度一致させ､尚且つ実務上
の需要から､熟考 した提案に対 して改正案に取 り入れているからである｡ 一方､現時点でまだ熟
していないものあるいは､論争 ･意見の相違が大きい問題に対 しては､今後さらに検討する余地
があると配慮 し､改正 しないということである｡ 特に現代企業制度を改善 し､資本市場の発展を
促進 し､国有資産の流失を防ぐため25､下記の通 り改正された｡
第一､有限会社の登録資本金は､登記機関に登記 した全社員の引き受けた出資額とする｡ 全社
員の初回出資額は､登録資本の20%を下回ってはならず､また､法に定める登録資本最低限度額
を トー回ってほならないものとし､その残 りの部分は社員が会社成立日から 2年以内に全額払い込
まなければならない｡投資会社は 5年以内に全額を払い込めばよい｡
有限会社の登録資本の最低限度額は､ 3万人民元とする｡ ただし､法律､行政法規に有限会社
の登録資本の最低限度額についてより高い規定がある場合は､その規定に従う(第 26条)｡
第二､発起設立方式により株式会社を設立する場合､その登録資本金は会社登記機関に登記す
る全発起人が引き受けた資本総額とする｡ 全発起人の初回出資額は登録資本の20%を下回っては
ならず､その残 りの部分は発起人が会社成立日より2年以内に全額払い込む｡このうち､投資会
社は 5年以内に全額を払い込めばよい｡ 全額を払い込むまで､第三者割当による募集株式発行を
行ってはならない ｡
募集設立方式により株式会社を設立する場合､登録資本金は､登記機関に登記する実際に払い
江平 ･許氷梅 ｢諭公司法修改与完善｣中央財経大学学報2002年第3期 1-2頁
劉俊海 ｢中国加入世貿組織後公司法的前｣中国法学2002年第6期 16貢 
2[曹廉泰 ･前掲注 頁' 5
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込まれた資本総額とする｡
株式会社の登録資本の最低限度額は500万人民元とする｡ ただし､法律､行政法規に株式会社
の登録資本の最低限度額についてより高い規定がある場合は､その規定に従う (8 1条)｡
上記のように改正された理由は､(手有限会社の最低資本金が高すぎ､資本市場-の新規参入に
は不利なこと｡ (参登録資本の一括全額払込規定も会社の資金を使わずに置 くことをもたらす恐れ
があること｡ (彰現段階における会社登記の実態から見れば､会社の経営内苓によりそれぞれ異な
る登録資本の最低限度額を定めたことは､実質的な意味があまりないといったようなことからで
ある｡
四､おわりに (新法上の限界問題などの検証)
中国において伝統的な会社法理論は､社会主義の計画経済体制時期の影響が残されており､企
6業を主に組織体としてとらえ､企業が持つ ｢契約の側面｣を無視 している2｡ また､中国会社法
は社会主義の計画経済体制から社会主義の市場経済体制への移行過程で形成されてきたため､会
社立法の目的と法理念には､計画経済体制に基づ く要求が反映された形で､計画経済体制に特有
な原則 ･規定がまだ多く残されている すなわち､企業当事者の契約自由や意思自治を制限す2｡7
る強行法規が多く､行政機関の関与も強いことが､中国商事関係法の特徴の一つである｡
中国会社法は､欧米 ･R本の会社法と比べてまだまだ発展途中の段階にあるに過ぎず､法改正
された後も多くの課題を残 している｡ 今回､改正対象となった会社設立のための最低資本金の引
き下げは､いまだもって不十分である｡ 000株式会社の最低資本金は､従来の1 万人民元から現行
規定の500万人民元まで引き下げたとはいえ､小幅な規制緩和に止まっており､中途半端で不十
分であるといえるだろう｡ 今後は､立法論として株式会社の最低資本金規制をさらに緩和し､商
3 1法学研究会提案稿 条で示 したように株式会社の最低資本金を､ 万人民元まで引き下げるべ
E btaserroo rvaraw
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きとしたが､それでも高すぎるというのが率直な考えである｡
筆者は､資本の規制緩和説に基本的に賛成であるものの､更に最低資本金額を30万人民元程
･
度にまで引き下げることを提唱したい｡その理由としては､以下の数字から説明できる｡ まずア
メリカの大企業においてよく利用されているデラウェア州､ニューヨーク州の会社法においては､
最低資本金制度は採用されておらず､開業要件として定額の最低資本金を要求する州があるに過
ぎない｡また､イギリスは公開会社につき 5万ポンド (イギリス会社法 3条 1項)､ ドイツは､
株式会社につき 5万ユーロ (ドイツ株式法 7条)､有限会社につき 25000ユーロ (ドイツ有
限会社法 5条 1項)､フランスは公募株式会社につき 225000ユーロ､非公募株式会社につ 
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き 37000ユーロ (フランス商法 224条 2項)の最低資本金を法定 している 28｡ 日本では､
以前株式会社の設立には 1000万円以上の出資が必要 とされていたが､より容易に会社の設立
ができるようにするため､この出資額規制を撤廃することとした 29ことから､出資額を 1円とす
ることも可能となった｡日本会社法による最低資本金制度の廃止は､実質的には新事業創出促進
法による創業者の要件 (及び経済産業大臣の確認)を廃止 し､且つ設立後 5年以内に資本の額を
最低資本金の要件を満たすべ きものとする規制を廃止 したことを意味する 30と江頭教授が述べ ら
れている｡
中国では国内各所における経済発展のバランスが取れていないため､高すぎる最低資本金規定
は､遅れた地域における会社新設を阻害する恐れがある｡ また､資本流通速度の増加に伴い､最
低資本金による債権者-の財産担保機能は､かなり弱体化 してお り､会社の資産信用は､資本伝
用より重要になっている｡ 従って､企業設立時の最低資本金規制を日本のように廃止するのでは
なく､市場経済体制の未熟さや会社の自治能力の欠如という中国の現状に合わせて 30万人民元
程度の最低資本金を設ければよいと考えている｡ 実質論 としても､この程度の資力を満たす出資
者の出現が､今後中国においては大いに期待できるであろうという理由からも提案 したい ｡
以上､最低資本金制度について検証 したが､財務 ･会計に関する今回の法改正に関しては､最
低資本金制度のほか､財務会計書類､資本準備金､利益配当および会計士による監査などについ
ても本来は検証 しなければならないものの､今回はここまでを一区切 りにしたい ｡
本稿では､中国経済の目覚 しい発展 と､その立法の現代化を予測 し､更なる最低資本金の引 き
下げの必要性について､今後の ｢中国会社法｣の立法課題 として提言をした｡
中国会社法の将来の展望についていえば､これまでの会社法改正の大 きな流れの延長として､
中国は､今後､社会主義市場経済の発展と､経済のグローバル化-の進展に伴い､欧米 ･日本を
含む諸外国の会社法に関する新 しい動向を呪みながら､現行の会社最低資本金制度を更に緩和す
る方向にあるだろうと信 じている｡
江頭憲治郎 『株式会社法』 (第 2版)有斐閣 2008年 2月 36頁
江頭憲治郎 ･前掲注 12 36頁 
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